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評価
国際連合人間居住財団拠出金

国際人間居住計画（UN-HABITAT)

（４）　成果目標：国連機関における邦人幹部職員の確保，健全な財政状
況を確保するための取組を強化する。

　　活動指標：
　　①アジア・太平洋本部長として，我が国からの貢献を維持する。
　　②国連ハビタットの財政状況を一層改善するための取組に貢献する。

●国連ハビタット・アジア太平洋本部の深澤本部長（D1級）は，平成26年に１期目（１期２年間）を終了。現在，２期目の再任を果たし，我が国から
の国連幹部職員の確保に貢献。
●国連ハビタットの一般勘定は継続的に赤字の状況であり，財務改善が急務。昨年６月のドナー会合に続いて，本年６月に設置予定の財務改善
等を検討する作業会合（PBWG）に我が国も参画予定。

２．　PDCAサイクルの確保 ①Plan:管理理事会で二ヶ年予算案を策定，承認。ドナー会合の際，我が国個別要請事項を協議する場を設定。
②Do:我が国の拠出金支払。国連ハビタットによる予算執行。ケニア大使館（我が国代表はケニア大使）による国連ハビタットの運営・活動のモニタ
リング。各国プロジェクトも現地大使館による事業運営のモニタリング（地域本部とも連携）。
③Check:内部・外部監査報告書による運営活動の成果を評価。組織改革については，PBWGの議論を通じて我が方意見を反映を想定。
④Act:定期的に開催される常駐代表会合等を通じ，要改善事項を申し入れ。

（２）　成果目標：人間居住の分野での我が国外交ビジビリティの維持・向
上を図る。

　　活動指標：
　　①国連ハビタットの最高意思決定機関である管理理事会の理事の地
位を確保
　　②来年のHABITATⅢの開催に向け，政府内の調整を積極的に進展

●我が国は，国連ハビタット設立時から，管理理事会の理事の地位を確保。平成26年度は理事国の改選期であり，アジアの理事国としての地位
を確保し，都市に関する国際ガイドラインの制定等，我が国主導イニシアティブを達成。
●平成28年には，20年に１度の人間居住に係る国際会議であるHABITATⅢが予定され，我が国政務レベルの対応を想定。対応の詳細について
は，関係省庁連絡会議（当省と国土交通省課長レベルが共同議長）で検討中。
●本年３月の国連防災会議には，クロス事務局長が出席，サイドイベント等も実施（国際機関の長による安倍総理集団表敬等にも参加）。

（３）　成果目標：国連ハビタットと我が国企業，有識者等との連携を強化
し，我が国外交イニシアティブの反映を図る。

　　活動指標：
　　①我が国拠出金による事業を通じ，我が国企業との協力事案数を増
加。
　　②我が国拠出員による事業を通じ，企業，団体の参加の下，専門家会
議を開催。

●直近３年間，国連ハビタットアジア太平洋本部の所在する福岡県の企業を中心に，我が国企業との連携を毎年２事例づつ増加（平成26年度は
大建株式会社（福岡市），環境緑化保全ンサルタンツ（宗像市）との連携事業を実施 ）。
●当省拠出金により，毎年，日本企業・団体の参加の下，専門家会合を開催（平成26年には，都市防災とレジリエンス(各国から25名程度の専門
家が参加:東北大学と連携）,持続可能な環境技術協力（各国から90名程度の専門家が参加）の会議を開催。

国際機関の概要

●1976年バンクーバーで開催された第１回国連人間居住会議における人間居住宣言を受けて，国連総会決議に基づき，1978年に「国連人間居住センター」がナイロビ（ケニア）に設立。その後，
2002年に「国連人間居住計画」（UN-HABITAT，以下「国連ハビタット」）に改組。
●国連ハビタットは，都市化と居住の問題に取り組む国連機関。人間居住に関するスラム問題，都市の過密，農村の過疎，都市計画，土地・住宅問題等の広範な問題に対し，問題解決のための
研究，指針の作成，各国・各国際機関との情報交換，広報活動，研修，専門家派遣等の活動を実施。
●国連ハビタットのアジア・太平洋本部は福岡市に置かれており，現本部長は深澤良信氏。

拠出により我が国が期待する成果目標及び活動指標 達成状況

１．（１）　成果目標：紛争や天災等により深刻な人間居住の課題を抱える
途上国の住民に対し，住居提供等を始めとした国連ハビタットの有する
様々な事業手法により，課題の解決を図る。

　活動指標：我が国拠出金事業による受益者数の目標数の達成（目標数
は事業計画等で設定）

●国連ハビタットは，平成26年度は，イスラム国に関連した紛争地域（イラク等）や反政府組織との内紛地域（南スーダン等）において，疾病の蔓延
を防止しつつ，コミュニティを活用した住宅供給の事業を実施。
●我が国関係者では直ちに対応が困難な地域（アフガニスタン，パキスタン等）において，国連専門機関としての知見を活かし，国際協力を実施。
●事業実施による受益者数は，終了時の実績評価では，当初計画の目標数以上の成果を上げており，活動目標は達成。

分担金・拠出金の名称
Ｂ

拠出先の国際機関名


